
平成２２年度 社会科学科 卒論題目一覧 （Web 掲載可） 

法律コース 

1 管理職の労働問題 

2 学習塾講師の労働問題 

3 パートタイム労働者の均等待遇実現 

4 民間企業のワーキングプア 

5 外国人労働者問題 

6 企業年金問題 

7 第三者割当による新株発行に関する一考察 

8 情報公開制度とその問題に関する国際比較 

9 原告適格の比較法学的考察―環境行政訴訟を中心に考える 

10 非正規滞在者の人権保障に関する比較法学的考察 

11 コーポレート・ガバナンス(企業統治）の国際比較―上場会社等の機関設計の観点から 

12 裁判外紛争解決手続きに関する比較法学的考察 

13 臓器移植と自己決定権に関する比較法学的考察 

14 少年法改正に対する比較法学的考察 

15 取締役の責任と義務の今日的問題 

16 M＆A 法規制における少数株主の保護 

17 近年の取締役の善管注意義務に関する最高裁判例の推移 

18 株主提案権と委任状に関する諸問題 

19 種類株式について―全部取得条項付種類株式の現状と問題点 

20 自己決定権に関する一考察―生命に消極的な自己決定権について 

21 報道の自由とプライバシー権―実名報道は許されるのか 

22 児童ポルノ規制と表現の自由 

23 憲法９条と戦後日本社会 

24 外国人の選挙権 

25 生存権論の再構成 

26 子どもの思想・良心の自由 

27 公教育の中立性 

28 民法７２４条後段の法意について 

29 使用者責任―事実的不法行為における事業執行性について 

30 遺贈と公序良俗―愛人への遺贈と遺言の有効性 

31 医師の説明義務と自己決定 

32 刑法 96 条の 2 に違反する仮装譲渡が不法原因給付にあたるか 

33 「相続させる」旨の遺言に関する考察―代襲相続の問題を中心に 



34 民法 772 条のはたらかなくなる範囲について―「推定されない嫡出子」とは 

35 事情変更の原則―その変遷と展望 

36 学校事故における過失相殺 

37 不動産の共同相続と登記 

38 産業廃棄物の不法投棄・不適正処理対策 

39 
在日韓国・朝鮮人の参政権問題―特別永住資格を持つ在日韓国・朝鮮人への地方選挙権付

与問題 

40 薬害防止に関する行政の取組みと薬事行政の課題 

41 住民訴訟４号請求における議会の賠償請求権放棄議決の有効性 

42 専門技術的裁量に対する望ましい司法審査の検討 

43 公立図書館における指定管理者制度導入の問題と今後の課題 

44 森林の多面的機能を保全するための森林整備に関する制度のあり方 

45 道州制の導入についての検討 

46 水俣病被害者の救済と今後の課題 

47 インターネット上の犯罪についての考察 

48 環境犯罪学に基づく刑事政策と市民による防犯施策への考察 

49 日本の刑務所における被収容者の権利 

50 BBS とは―更生保護とともだち活動 

51 
触法精神障害者と心神喪失者等医療観察法―「心神喪失者等医療観察法」にみる責任能力

制度 

52 可視化による被疑者取調べの適正化 

53 死刑と無期懲役の基準 

54 看護職の人材確保に対する施策の現状と問題点 

55 介護報酬からみた介護職員確保の問題点 

56 障害者差別解消に向けた啓発、広報活動の現状と課題 

57 認知症高齢者グループホームにおける運営実態と課題 

58 住宅喪失者の住宅確保に向けた公的支援の課題 

59 児童扶養手当制度における満額給付有期化の問題点 

経済・経営コース 

60 世界不況とサブプライム問題から学ぶ 

61 コーヒー価格とフェアトレード―おいしいコーヒーを消費し続けるために 

62 ベンチャー企業の必要性と成長のための環境整備 

63 行動経済学とその展望 

64 若年雇用問題とその課題 

65 格差の現状と今後の課題―教育格差を考える 

66 家庭用ゲーム機にデファクト・スタンダードは存在するのか 



67 労働問題の中にみる女性のワークライフバランス 

68 日本の人事部の現状とこれから 

69 企業組織再編における労使関係の現状と課題―労働者保護をめざして 

70 深刻化する若年雇用の現状と政策―多くの若者が正社員になる環境を 

71 子育て世帯の貧困の現状と課題 

72 雇用のミスマッチの解消に向けて―若年者の雇用改善と中小企業の人材確保を考える 

73 ワーク・ライフ・バランス社会実現の為に―現状と政策課題 

74 非正規労働者の増加が社会に与える影響とその改善策 

75 不安定な若年雇用状況と自立支援策―新たな生活保護制度の提案と介護産業との連携 

76 日本からワーキングプアを失くすために―均等待遇とワークシェアリングを考える 

77 少子化を加速させる若者の労働諸条件―少子化対策から家族政策へ 

78 交通手段の選択における費用便益分析 

79 エンロンの破綻と米国会計の諸問題 

80 現代社会における環境会計の役割 

81 モバイルバリューの将来展望 

82 ワークライフバランスと次世代ワークスタイル 

83 口コミマーケティング―ブログを中心として 

84 音楽のデジタル化と音楽産業の今後 

85 モバイル産業発展の行方―オープン化を目指して 

86 伝統的ファイナンス理論と行動ファイナンス理論の違い 

87 ネットワーク上に記録される個人情報 

88 化粧品の与える社会への影響と展望 

89 日本国内におけるローコストキャリア 

90 口コミマーケティングの可能性 

91 日本農業の現状と課題 

92 外国人労働者についての一考察 

93 所得格差をめぐる一考察―非正規雇用を中心に 

94 日本における子どもの貧困 

95 日本の労働問題に関する一考察―労働環境の問題点と労働環境整備への対策を中心に 

96 日本の医療問題―日本の医療は崩壊してしまっているのか、医療問題の本質を探る 

97 宗教と経済―プロテスタンティズムにおける労働観とアメリカ社会の宗教 

98 日本の財政赤字についての考察―財政構造改革の必要性 

99 少子高齢化時代における公的年金制度についての考察 

100 地方分権改革と今後の地方財政 



101 社会の変化と医療制度 

102 日本の所得格差問題についての考察―高福祉国家デンマークから学ぶ格差是正の手段 

103 真の地方自治達成のために―広域自治体の在り方の検討 

104 地方交付税 

105 音楽配信の登場による音楽産業の変化について 

106 日本の長時間労働の分析 

107 出稼ぎ国としてのフィリピン 

108 平和維持力と経済の関係性 

109 オークションからインターネットオークションへ―参加者から見た一点物市場の考察 

110 葬儀様式の変遷に伴う死生観の変容 

111 経済人の限界と情報の非対称性 

112 サッカー界のクラブ間格差―戦力固定化の是非を問う 

113 食料自給率の低下と食品廃棄物の増加―食品廃棄物を減らすために 

114 住まいは貧困の武器になる―これからの住まいのカタチを考える 

115 ペットを取り巻く光と闇―人とペットが共生できる地域社会を目指して 

116 日本のレアメタル・レアアース獲得戦略―レアメタル・レアアースの安定供給を目指して 

117 ものづくり 2.0―従来型ものづくりからの脱却とガラパゴス化の活用 

118 なぜ貧困の連鎖はなくならないか―貧しい子どもにも光を 

119 「同時期一斉方式の新卒一括採用」の功績と弊害―時代に合った採用形態を探る 

120 行動経済学で捉えるバブル経済―土地バブルをどうすれば回避できるか 

121 コンテンツ産業において音楽業界を盛り上げるための戦略 

122 地球温暖化問題を防ぐための日本の役割―２５％削減を実施するために 

123 沖縄観光の歴史と変遷 

124 金融危機と時価会計 

国際社会コース 

125 「対テロ戦争」の行方―イラク戦争後の統治はなぜ失敗したのか 

126 ディズニーランドにはなぜ人が集まるのか―成功する企業とその要因の考察 

127 フィリピン経済の持続的発展への可能性 

128 
バングラディシュ、ストリートチルドレンにおけるノンフォーマル教育の必要性―NGO の活動を

事例として 

129 9.11 後世界の軍事支出推移と世界変化 

130 食料自給率と日本の農政 

131 BOP ビジネスによる貧困削減の可能性 

132 日韓関係と日本観―日本観の改善と未来に向けて 

133 青年海外協力隊の可能性―青年海外協力隊の意義とは 



134 市民的自由と安全―9.11 テロ以後のアメリカ社会を事例として 

135 日本における女性労働の現状―「性別役割分業」から「新・性別役割分業」 

136 
ナチス体制下のホロコーストとドイツ労働者階級―ドイツ人労働者がホロコーストを黙認した要

因に関する分析 

137 ナチス・ドイツ期における独裁―独裁はなぜ可能なのか 

138 
低所得者層に見られる新たなナショナリズム観―新たなナショナリズムはポピュリズムへと動

員されるのか 

139 日本における市民的公共性―市民政治の時代へ 

140 オタクとメイドと現代社会―記号消費の視点から 

141 なぜ在日コリアンは差別されるのか 

142 
ドイモイ政策以降のベトナムにおける貧困問題とベトナム政府のその政策―貧困の諸要因と開

発主義における「豊かさ」と「貧困」 

143 市民活動の拡がりと当事者性付与のプロセス―ＮＰＯ法人うしく里山の会が創出した連帯 

144 日本における難民定住支援政策が抱える課題とは 

145 
日本におけるワーキングプア減少に有効な解決策とは―トランジション・タウンによるライフスタ

イルの変革 

146 ロシアの外交政策の特徴と周辺国の安全保障―グルジア・ウクライナの事例から 

147 
第三世界におけるオルタナティブ・メディアの必要性―インドネシアにおけるメインストリームメ

ディアの分析から 

148 
IWC 成立以降の捕鯨レジームの質的変化とグローバル NGO の影響―日本の捕鯨とそれに対

する反捕鯨運動を例に 

149 
ラオスの不発弾処理活動におけるアクター間の連携の実態とその課題―カンボジア地雷処理

活動との比較によるラオス不発弾処理における連携の分析 

150 ２００８年恐慌と資本主義経済―新自由主義の欺瞞 

151 
在日同胞社会における朝鮮学校の役割の変容と今後の課題―茨城朝鮮初中高級学校を事例

として 

152 中心市街地活性化の観点から見たコミュニティバスについて―茨城県土浦市を事例に 

153 
無資源国家であるシンガポールの発展過程と地域統括本部の拠点地としての機能―日系企業

を事例に 

154 相馬野馬追の変遷と存続 

155 市場の役割と存続性―ベトナム・ハノイを事例として 

156 
ウォーターフロント開発における重要点と人々にとっての WF の役割―バンクーバー・フォール

スクリークを事例にして 

157 「おたく」文化における「聖地」に関する考察 

158 
自然環境資源を基盤とした地域・行政・企業・NPO の新たなネットワーク―御前山ビオトープの

取り組み 

159 わが国におけるセカンダリー空港発展の可能性に関する一考察 



160 
ヘリテージ・ツーリズムの発展と今後の可能性―「いわきヘリテージ・ツーリズム協議会」を事例

として 

161 
子どもの遊びの場における「生きる能力」の獲得に関する一考察―宮崎駿作品のキャラクター

が放つ子ども‘らしさ’の分析を基に 

162 文化と観光における「文化の見世物化」への考察―フィンランドのサーミ文化を対象として 

163 
社会貢献活動を実践しやすい社会の構築に関する研究―企業セクターと社会セクターの協働

の一例としての「プロボノ」を事例に 

164 茨城県北地域における都市農村交流の持続的可能性 

165 女性のエコなライフスタイルの商品化に関する研究 

166 
わが国における地域の内発的発展論に関する人文地理学的研究―宮崎県綾町のまちづくりを

事例として 

167 九州新幹線開業に伴う駅と駅周辺地域の再開発―鹿児島中央駅を事例に 

168 
アクターネットワークからみる商店街まちづくり―東京都墨田区押上・業平橋地区の商店街と周

辺地域の変化 

地域社会・福祉コース 

169 
地域スポーツ支援における協働のあり方についての考察―ドイツ・ケルン市とラインクライス・ノ

イス郡の協働プロジェクトを比較して 

170 
地域振興協議会の有効性についての考察―さいたま市と静岡市のサッカーを通じた地域再生

の事例を中心として 

171 
クラインガルテンにおける指定管理者制度の有効性の考察―坊主山クラインガルテンとクライ

ンガルテン八千代を比較して 

172 
地方都市における映画館業態の変化―業態変化と淘汰から見る、映画館の持つ場の価値の

可能性 

173 経験経済の基礎的研究 

174 「中食」の拡大から見る今後のビジネスのあり方―消費者側から見た中食 

175 農業の新規参入者に対する支援活動に関する研究 

176 動物園の社会的役割と今後の展望について 

177 森業・山業を柱とした地域活性化の研究―秋田県湯沢市皆瀬地区の事例を中心に 

178 ヤギの有用性と可能性に関する事例研究 

179 軽トラ市の農産物直売の可能性 

180 高齢者協同組合に関する事例研究―香川県高齢者生活協同組合を事例に 

181 土産菓子の研究―茨城の銘菓を事例に 

182 スポーツによる地域振興 

183 ソーシャルビジネスの可能性―持続可能な社会を目指して 

184 「アニメ聖地巡礼型まちづくり」によるまちづくりの可能性 

185 消費傾向の変化に対応する施策としての農商工連携事業の現状と問題点 

186 次なる地域経済の担い手―学生起業家像 



187 地域公共交通の再生とまちづくり 

188 地域ブランドとしての「LOHAS」の可能性 

189 コンビニエンスストアからエッセンシャルストアへ 

190 知的障害者に対する NPO 法人の関わり方―就労支援活動を通して 

191 耕作放棄地の問題―茨城県の改善策からみる地域再生 

192 水戸市の国際化に関する研究 

193 水戸市における買い物に関する住民ニーズと業種構成の比較 

194 クラインガルテンを通じての地域活性化について―笠間市を事例として 

195 中心市街地における商店街と学生のニーズに関する研究 

196 地域資源を活かしたまちづくり―山梨県山梨市による地域ブランド化を事例として 

197 コンパクトシティ構想による、地域活性化は必要か 

198 地方空港を民営化すべきか 

199 地方議会改革の実態とこれから 

200 自治会・町内会のこれから―東海村の事例を通じて 

201 まちづくりにおける「協働」 

202 認知症高齢者を介護する家族への地域支援―地域から孤立しないために 

203 道州制と日本の地方制度―日本の地方制度の将来の姿 

204 住民自治を活かした市民協働まちづくり―討議デモクラシーを基本とした協働を活かして 

205 時間と意味―とくに未来 ・将来とのかかわりにおいて 

206 新自由主義下における労働 

207 日本におけるバイオマスエネルギーの利用と課題 

208 有機農業の現状と今後の課題―茨城県石岡市八郷地区を事例として 

 


